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2.問題の所在と研究の目的 

（1）問題の所在 

近年日本では地震や大雨などの大規模な自然災害

が発生し、各地で大きな被害を残している。そのため 

日頃の生活から防災意識を持って災害に備え、災害発

生時には迅速かつ的確に避難等の対応を取るために

も、防災教育の重要性が高まっている。伝承や継承に

頼ることだけでは、児童に災害について伝えることに

限界があるため、学校における防災教育は非常に有用

である。しかし学校における防災教育には２点の問題

点がある。１点目は小学校社会科における防災教育が

知識伝達に偏っており、災害時における児童の判断力

を醸成することができない点である。災害は必ずしも

我々の想定の範囲内に収まるものではなく、また児童

に関しては学校が常に避難指示を行うことが難しいた

め、災害時には児童個人の判断力が必要となるからで

ある。２点目は水害を題材とした防災教育の必要性が

高まっている点である。短時間集中豪雨の増加などの

影響で今後全国的に水害のリスクが高まることが考え

られるからである。また水害に関してはハザードマッ

プが高い防災効果を持つ。 

（2）研究の目的と方法 

 本研究の目的は小学校社会科において、水害を想定

した防災教育の教材として、ハザードマップがどのよ

うに活用できるかを探ることである。近年その危険性

を増している水害に対してハザードマップは高い効果

を持つ。またハザードマップは災害と地域を互いに関

連させながら知ることができる。そのため児童が災害

について思考し、災害時における判断力の醸成に適当

な教材になり得ると考えたからである。また小学校を

対象とした理由は、早期からの防災教育によって防災

意識を身に付けさせ、災害時における判断力を養うこ

とが重要だと考えたためである。 

研究の方法については、最初に『小学校学習指導

要領（平成29年告示）解説 社会編』と教科書にお

ける記述を整理する。これは水害を題材とする防災教

育をカリキュラムにおいてどの時点で実施するかを検

討するためである。次に先行研究・実践事例の分析を

小学校社会科におけるハザードマップを活用した防災教育の研究 
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行う。これは水害を題材とした防災教育が具体的にど

のように行われているか、またハザードマップがどの

ように用いられているかを知り、後の教材作成に活用

するためである。その上で実際にハザードマップを活

用した教材を作成し、最後にその教材を用いた学習指

導案を作成し、水害を題材とする防災教育において、

ハザードマップがどのように活用できるかをまとめ

る。 

3.研究の概要 

（1）第1章 防災教育とハザードマップの関連性

 第1章では『小学校学習指導要領（平成 29年告

示）解説 社会編』と教科書における災害または防災

に関する記述をまとめた。これは水害を題材とする防

災教育をどの学年・単元で実施するかを考察するため

である。またハザードマップを取り上げるには地図の

学習の進捗について考慮する必要があるため、地図に

ついても『小学校学習指導要領（平成 29年告示）解

説 社会編』と教科書における関連する記述をまとめ

た。 

 第1節では『小学校学習指導要領（平成 29年告

示）解説 社会編』の記述をまとめた。その結果、関

係機関や地域の取り組みを主軸としながら、学年が進

むにつれて、災害について過去の事例や自然条件との

関わりなどから捉えることが述べられていることが分

かった。また災害の具体的な例として火災、火山活

動、台風や長雨による水害や土砂崩れ、地震や津波、

雪害などが挙げられていた。地図については、全ての

学年において読図・作図を行う内容が含まれていた。

また第３学年の早い段階から地図記号の学習を行うこ

とが述べられていた。ハザードマップについては関係

機関の取り組みの一例として挙げられているのみで、

具体的な活用方法や効果の教授については記述がなか 

った。 

 第2節では教科書における記述をまとめた。取り上

げた教科書は東京書籍、教育出版、光村図書、日本文

教出版がそれぞれ発行したものである。その結果、い

ずれの教科書でも第5学年において、低地における水

害への対応についての記述があることが分かった。し

かしながら、水害の被害地として例に挙げられている

のは輪中地帯を中心とする海抜ゼロメートル地域が主

である。この単元において低地以外の水害を題材とす

ることで、内容の接続性を保ちつつ、水害について詳

しく学ぶことができるのではないかと考えた。 

 第3節では第1・2節の内容を踏まえ、対象学年は

第５学年とし、低地の暮らしを取り扱う単元において

水害を題材とする防災教育を行うことを決定した。 

（2）第2章 先行研究・実践事例の分析

 第2章では水害を題材とした防災教育の先行研究・

実践事例を分析した。事例は歴史教育者協議会編『歴

史地理教育』と明治図書出版編『社会科教育』に報告

されたものを過去５年分に渡って収集した。 

 第1節ではまず各事例を分類した。分類に関しては

筑波大学教授井田仁康氏による社会科における学習プ

ロセスをもとに、防災教育の事例を①課題把握 ②実

態把握 ③解決に向かう行動の３段階からなるものと

し、各事例がどの段階にあてはまるかで分類した。ま

た自助・共助・公助の３つの視点の内、いずれを重視

しているかについても分類した。その結果、①課題把

握が３件、②実態把握が７件、③解決に向かう行動が

５件となった。②実態把握は3段階のうちで最も事例

数が多く、最も重視されていることが分かる。内容に

ついては災害時における被害を予想することや、避難

所の位置、防災設備の確認等が中心だった。また事例

のうち３件が自助を重視しており（共助・公助はとも

に２件）、序章第１節に述べた災害時における児童の

判断力の醸成に適した授業内容であった。自助・共

助・公助については、分類の結果自助が５件、共助が

３件、公助が７件となった。公助については第１章で

述べたように現状の小学校社会科における防災教育で

は国や自治体の取り組みを学ぶ内容が中心であるた

め、事例についても件数が多いと考えた。一方で自助

を重視した事例が公助の事例に次いで５件報告されて

おり、公助だけでなく災害時において個人が取るべき

行動についても児童に学ばせることが重視されている

ことが分かった。以上のことから、第２節では②実態

把握に当てはまる事例のうち、自助を重視しているも

のについて分析を行うことを決定した。 
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 第2節では第1節を踏まえ、宮城県石巻市向陽小学

校教諭中澤健一氏、岡山県教育委員会津山教育事務所

教職員課主任高岡昌司氏、兵庫県尼崎市明城小学校教

諭曽川剛志氏による３事例について分析した。分析の

視点としては、各事例における目標及び内容の共通点

や相違点から、授業においてどのような点を重視して

いるかを探った。また教材について、どのようなもの

を用いているか、あるいはどのように用いているかを

整理した。 

 中澤健一氏による実践は国や自治体、地域の取り組

みについて学んだ後、時代の異なる複数の地形図を用

いて災害時の被害について見通しを立て、どのような

備えが必要かを考えるといった内容だった。歴史的視

点から地域の災害について知ることができる一方で、

ハザードマップなどの災害予測については触れていな

いといった問題点があった。 

 高岡昌司氏による研究では、災害と自分の生活をよ

り結び付けることをねらいとしてハザードマップを活

用した授業案を提案している。この授業案は児童がハ

ザードマップを見るだけでなく、実際に地域を探索す

ることで地域についての理解を深められる点が優れて

いる。しかしすでにハザードマップに示されている被

害想定を児童によって再び地図に描き込むとしている

点は余計であり、活動内容の組み立てに課題が残る。 

 曽川剛志氏による実践は災害図上訓練として

Disaster Imagination Game （DIG）を活用し、災害

時に起こり得る出来事についてイメージさせるという

手法を取っている。この実践の特徴は、防災教育を児

童の生活に結び付け、防災に対する切実性を持たせ、

児童が主体的に防災に取り組む態度を身に付けさせて

いる点である。しかし実際の避難など具体的な防災の

手法には触れていない。児童の安全により寄与できる

ように、具体的な避難ルートについて議論したり、図

上に表したりすることが必要だと考えた。 

 以上実践の分析を踏まえ、それぞれを比較検討した

ところ、いずれの事例においても地域の実態を把握

し、防災意識を向上させることを目標としている点で

共通していることが分かった。特に高岡氏の授業案で

は災害と児童の生活を結び付けることが重要とされて

おり、これが災害時における児童の判断力の醸成へと

繋がるのではないかと考えた。教材については高岡氏

と曽川氏はハザードマップを活用しているが、中澤氏

は地形図を用いている。そこで、中澤氏による実践の

対象校周辺の水害ハザードマップを確認すると、等高

線こそ記載があるものの、水準点など標高を表す記載

がなかった。このことから、ハザードマップでは通常

の地図に記されている記号が記載されていないことが

あるという問題が明らかになった。 

この比較から、ハザードマップを教材として活用

するための２つの視点を示した。１点目はハザードマ 

ップを通して地域の実態を理解させることである。ハ

ザードマップを単に被害の予測図として示すのではな

く、被害予測の記載された地域の地図として取り扱う

ことが重要である。災害と生活を結び合わせることで

児童に主体的に防災に取り組む態度を身に付けさせ、

その蓄積が災害時における児童の判断力を醸成するこ

とになる。２点目は読図についてである。授業にどの

ような地理情報が必要かを事前に確認し、ハザードマ 

ップにその地理情報が記載されているかを調べること

が必要である。また児童が容易に読図できるように注

目するべき箇所はあらかじめ強調したり、あえて複数

種の地図を用意したりといった工夫も必要である。 

（3）第3章 ハザードマップの教材活用

 第3章では第2章で示した２つの視点をもとに教材

及び学習指導案を作成し、それを通してハザードマッ

プがどのように教材として活用できるかを検討した。

対象地域は秋田県横手市増田町とし、横手市立増田小

学校での実践を想定した。 

 第１節で対象地域におけるハザードマップの概要を

まとめた。秋田県横手市では『横手市防災マップ』と

してハザードマップを冊子形式にまとめて各家庭に配

布し、また市のホームページ上でも公開している。筆

者はこのハザードマップから読み取れる地域的特徴か

ら、地域の避難所、土地の高低差、登下校路の3つの

ポイントを挙げた。 

 第2節では第2章で示した2つの視点をもとに実際

に教材を作成した。１点目のハザードマップを通して

地域の実態を理解させることについては、第1節で挙

げた３つのポイントから水害時における地域の実態に
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ついて理解を促すこととした。２点目の読図について

は、今回取り扱うハザードマップが２枚に渡ることか

ら、それらを横並びに配置して疑似的に１枚の地図と

して見られるようにした。また記載情報は見易いよう

に一部拡大した。また土地の高低差に気付きやすいよ

うに国土地理院HP「地理院地図」を引用した。 

 第3節では第2節の教材を用いた学習指導案を作成

した。第１章で述べたように、対象学年は第５学年と

し、低地の暮らしを取り扱う単元における実践を想定

した。以下に本時案のみ示す。 

この授業案では地域における水害の被害のみなら

ず、地形や施設の位置といった地域的特色との関連か

ら水害を捉える活動を取り入れている。また登下校と

いう児童の生活場面を想定することで、児童に自分の

生活と災害とを結び付けさせる働きも持っている。こ

れはハザードマップを教材として取り入れたことで可

能となったことである。またハザードマップを教材と

して取り入れることは、必然的にハザードマップを読

み取る演習ともなり、これは児童の読図能力を向上さ

せる一助となる。 

 ハザードマップを教材として取り入れることで、児

童が主体的に防災に取り組む態度を育てられる。また

災害について調べる技能も身に付けさせることができ

る。そうすることで。災害時における判断力の醸成へ

とつながるのである。 

4.今後の課題 

 今後の課題としては、児童の実態が実際には千差万

様であり、ハザードマップを教材として用いるために

は柔軟に対応する必要があることである。本研究では

ハザードマップに不足している情報を付け足したり、

また一部を強調したりすることで読み易くしようとし

た。その一方で、児童の実態によっては記載情報を極

力減らすなどした自作のハザードマップを作成する必

要がある。 

 また今回の研究では水害を題材としたが、防災教育

の対象となる災害は地震や土砂災害など多様である。

それらの災害についてもハザードマップが教材として

活用できるかは今後検討を重ねる必要がある。 

最後に、ハザードマップでは前述したように地域

と災害を関連させて学ぶことができるが、一方で災害

の地域差を如実に表すという面もある。これは児童間

のからかいの種になったり、家庭環境の違いをむやみ

に表出させたりといった危険性がある。実践を試みる

際は、防災教育の必要性を保護者や地域の方々と共有

し、綿密な計画のもと配慮ある授業展開をしなければ

ならない。 

７ 本時の実際（8/8 ）  

〇目標 ハザードマップから増田町の水害について学び、地域の実態や自分たちの生

活との結び付きに気付くことができる。（思考力・判断力・表現力等） 

  〇展開  

学習

過程 

学習活動  

・予想される子どもの姿

時間  

45 

学習

形態  

・教師の支援

導入 

展開 

まとめ  

1．前回の学習内容を振り返

り、本時のめあてを確認す

る。

 

2．『横手市防災マップ』を読

み、水害の被害の広がりを

知る。 

3.ワークシートの問 1、問 2 を

グループで考える。

・避難所なのに浸水地域に含

まれている。

・土地の高低差が関係してい

るのではないか。

4．活動 3 で考えたことを発表

する。 

1 

 

5 

10 

10 

全体  

 

全体  

グ ル ー プ  

全体  

 

 

・児童が低地以外の水害に関心が持

てるように、水害が起きるのは低

地だけだろうかと発問をする。

 

・児童がハザードマップをスムーズ

に読めるように、最初に凡例の説

明などを丁寧に行う。

資料:『横手市防災マップ』  

資料：ワークシート（※図 3-2-1） 

・児童が後に発表し易いようにホワ

イトボードを用意し、意見をまと

めさせる。  

・児童が意見を整理し易いように、

児童が書いたホワイトボードの意

件を黒板に整理する。

 

 

 

評価の基準  

めあて：増田町の水害をハザードマップから学ぼう  

増田町の水害について学び、地域の実態や自分たちの生

活との結び付きに気付いている。 

（思考力・判断力・表現力等）
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